
地域復興実用化開発等促進事業
実用化状況報告書（様式第13号、交付要綱第21条関係）の提出方法

福島県商工労働部産業振興課



 地域復興実用化開発等促進事業費補助金交付要綱において、補
助事業の進捗状況を適切に管理する必要がございます。

 上記交付要綱第21条に則り、補助事業の採択を受けた事業者は、
補助事業の実用化・事業化に関する成果、及び計画の進捗状況を
5年間、所定の様式を用いて報告する必要がございます。

 補助事業を完了した事業者の皆様に、補助事業の実用化・事業化
状況の報告をお願いします。

 事業化し、収益が発生している事業者は、所定の計算書式を用いて、
収益納付額の算定をお願いします。

背景 目的

交付要綱第21条に則り、補助事業の採択を受けた事業者は実用化状況報告書（様式
第13号、交付要綱第21条関係）を提出いただきます

【交付要綱第21条（抜粋）】
• 補助事業者は、補助事業の成果の実用化・事業化に関する計画の進捗状況を適切に管理しなければならない。
• 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後5年間、毎会計年度終了後30日以内に当該補助事業に係る過去1年間

（補助事業の完了した日の属する会計年度の翌会計年度については、補助事業実施年度を含む。）の実用化状況について、様式第13号を知
事に提出しなければならない。

• 補助事業者は、前項の報告をした場合において、その証拠となる書類を当該報告に係る会計年度の終了後5年間保存しなければならない。

No 目次

1 事業の成⾧フェーズに応じた報告の概要

2 提出資料一覧

3 前提情報

4 添付資料作成手順

5 jGrants申請フォームの提出手順

6 Appendix（実施権の設定・収益の定義）
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（注意） 
令和4年度より補助金申請システム（jGrants）にて提出ください 

※事務局が送付する指定リンク先からアクセスしてください 



補助事業の成⾧フェーズ

補助事業の実用化／事業化／収益化フェーズに応じた計画の進捗状況について報告が
必要です。

【定義】

要素技術が事業計画等で設定した実用化達
成基準を満たしたタイミング
≒製品（製品の他、商品を含む）として
市場に出せると確認できたタイミング

【定義】

販促や商談の実施が確認できたタ
イミング

【定義】

開発事業から収益が生じた
タイミング

フェーズ1
実用化

フェーズ2
事業化

フェーズ3
収益化

【報告する概要】
• 実用化達成基準と対応する技

術開発状況
• 製品化状況 等

【報告する概要】
• 営業や引き合いの状況
• 広告宣伝状況
• 商談状況 等

【報告する概要】
• 販売先、販売数、販売製品
• 販売先マーケット（国内・外）
• 製品・サービス毎の売上高 等
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事業状況に応じた報告及び提出書類等

実用化・事業化状況の報告には、実用化の状況や収益の有無によって提出が必要な書
類が異なるので、事業の進捗に応じて必要な提出書類を確認ください

共通して
必要なもの

実用化なし
実用化あり、収益なし

実用化あり、収益あり

 実用化状況報告書
※jGrants上に入力して申請してください

 【実用化状況報告】
添付資料（実用化あり・収益なし）

• シート「実用化概要」
• シート「実用化した製品等」

※指定のExcelシートに入力し、jGrantsの
提出資料としてアップロードしてください

 【実用化状況報告】
添付資料（実用化あり・収益あり）

• シート「実用化概要」
• シート「実用化した製品等」
• シート「実用化実績」
• シート「納付免除申請」（任意）
• シート「実用化状況報告書」

「単年度生産コストベース」又は
「累積投資ベース」のどちらか選択

※指定のExcelシートに入力し、jGrantsの
提出資料としてアップロードしてください

根拠として添付が必要な書類
直近の財務諸表

及び収益を確認できる
任意様式資料

4

 【実用化状況報告】
添付資料（実用化なし）

• シート「実用化概要」

※指定のExcelシートに入力し、jGrantsの
提出資料としてアップロードしてください

実用化状
況により異
なるもの 【重要】【お願い】

• 「実用化あり・収益あり」の事業者においては、国の会計年度（令和4年4月から令和5年3
月）に合わせた１年間の「売上高」等を算出していただく必要があります。一方、多くの事業者
は決算前であること、異なる会計期間を採用しているなどの理由により、正式に確定した財務
情報の提出は難しいものと思料いたします。

• そこで、本報告における財務情報については、本報告用に暫定算出した財務情報による報告で
構わないこととしております。ここで提出された数字については、本報告以外では用いないことと
なっておりますので、ご理解の上、ご協力ください。



令和5年度で求められる報告

補助事業完了後、5年間*の実用化状況報告が必要です。この度、令和５年４月末まで
に提出いただく報告対象は、令和4年度の実用化状況です

報告対象年度
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<平成29年度事業>

平成29年度
(補助対象)

平成30年度
(報告1年目)

令和元年度
(報告2年目)

令和2年度
(報告3年目)

令和3年度
(報告4年目)

令和4年度
(報告5年目)

5年間

平成30年度
(補助対象)

令和元年度
(報告1年目)

令和2年度
(報告2年目)

令和3年度
(報告3年目)

令和4年度
(報告4年目)

令和5年度
(報告5年目)

<平成30年度事業>

5年間

令和元年度
(補助対象)

令和2年度
(報告1年目)

令和3年度
(報告2年目)

令和4年度
(報告3年目)

令和5年度
(報告4年目)

令和6年度
(報告5年目)

<令和元年度事業>

5年間

① ② ➂ ④ ➄ ⑥ ➆

令和2年度
(補助対象)

令和3年度
(報告1年目)

令和4年度
(報告2年目)

令和5年度
(報告3年目)

令和6年度
(報告4年目)

令和7年度
(報告5年目)

<令和2年度事業>

5年間

令和3年度
(補助対象)

令和4年度
(報告1年目)

令和5年度
(報告2年目)

令和6年度
(報告3年目)

令和7年度
(報告4年目)

令和8年度
(報告5年目)

<令和3年度事業>

5年間

⑧ ⑨

済 済 済

済 済

済

済

済

済

済

 継続採択案件も各年ごとにカウントされるため、例えば「平成29年度事業」には、「平成29年度新規
採択」だけでなく「平成28年度継続採択（２年目）」も含まれます。（次ページもご確認ください。）



提出対象年度のイメージ

事業実施年度以降、交付決定単位で報告が必要ですが、事業期間途中の中止・廃止、
又は事業計画途中に不採択となった場合は、直前の事業迄が報告対象です

事業1年目

期間満了
の場合 平成28年度事業 平成29年度事業 平成30年度事業

期間途中で不採択
の場合 平成28年度事業 平成29年度事業 不採択

期間途中で事業中止・廃止
の場合※ 平成28年度事業 平成29年度事業 事業の中止・廃止

※：様式第3号（第8条関係）（中止・廃止承認申請書）、または様式第2号（第7条関係）（変更承認申請書）の確認が必要

例示 平成28年度～平成30年度（3年間）に実用化開発を行った事業者の場合、下記の通りです。

事業2年目 事業3年目

報告対象事業
報告対象外事業
報告対象外事業
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1. 補助金ページへのアクセス

2. 申請フォームの提出

2.1 申請フォームの入力

2.2 ファイルのアップロード

2.3 提出内容の確認

2.4 差戻し対応

3. 申請フォームの処理結果の確認

4. 申請フォーム入力の詳細説明

実用化状況報告の提出手順（jGrants）

説明用の画面キャプチャは、昨年度のものとなっているため、
多少、表示が異なっている場合があります。ご留意ください。
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1.補助金ページへのアクセス (1/2)

事務局が送付する指定リンクから追跡調査関連の補助金ページにアクセスしてください

① 事務局より送付されるアクセス先から「令和5年
度【追跡調査】地域復興実用化開発等促進
事業費補助金」ページに遷移し、「ログインして
申請する」をクリックする

② GビズIDのアカウント情報を入力し、ログインボタ
ンをクリックする

※下記の場合の対応方法
•GビズIDを取得していない場合、下記URLにて申
請してください
（取得には２～３週間程度要します）
https://gbiz-
id.go.jp/app/rep/reg/apply/show

•GビズIDがわからない場合、下記URLにてパスワー
ドをリセットしてください
https://gbiz-id.go.jp/app/usr/pwr/input

1

1

2
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補助金のサマリーを確認し、各種申請にお進みください。ここでは実用化報告書（様式第
13号、交付要綱第21条関係）の申請方法について解説します

1.補助金ページへのアクセス (2/2)

① ログイン後、自社名が表示されている
ことを確認する

② 補助金のサマリーを確認する 

③ 詳細欄の申請様式のリンク一覧より、
該当するファイルをクリックし、申請様
式をダウンロードする

④ ページの一番下にある実用化状況報
告書（様式第13号、交付要綱第
21条関係）の「申請する」ボタンをク
リックする 

 実用化あり収益あり・実用化あり収
益なし・実用化なしの場合に応じて、
様式が異なりますのでご注意ください

財産処分承認申請書（様式第12号、交付要綱第20条関係）

実用化状況報告（様式13号、交付要綱第21条関係）

産業財産権等報告（様式14号、交付要綱第22条関係）

1

3

4

2
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申請フォームの入力手順を確認し、入力・申請ください。
各申請フォームの入力に関する詳細説明は本資料P.15以降をご確認ください

2.1 申請フォームの入力

① 申請フォームの項目を記入する
※令和５年度調査より、入力内容を簡素化しているた
め、昨年度と入力フォームが異なっております。

② 「ファイルを選択」をクリックし、指定ファイルをアップロード
する（詳細はP.16をご確認ください）

③ 再編集できるように、必要に応じて「一時保存する」をク
リックする

④ 入力内容に変更がない場合は「申請する」をクリックし、
申請フォームを提出する

⑤ 「OK」ボタンをクリックし、申請画面を閉じる。※申請が
完了するとフォームの編集が不可となります

5

4 3

2

1



4

11

各セクションにて求められるファイルのアップロード手順を確認ください。
個別の資料に関する詳細説明は本資料P. 17以降をご確認ください

2.2 ファイルのアップロード

① 「ファイルを選択」をクリック

② 準備した様式ファイルを選択、クリックする

③ 「開く」をクリックする

④ 「添付資料」入力フォームに、②に選択したファイル
名が表示されたことを確認する

1

3

2
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提出した申請内容はマイページより確認できます

2.3 提出内容の確認手順

1

2

3

① 「マイページ」をクリックし、自社の申請履
歴一覧を確認する

② 申請履歴の該当「事業名」をクリックする

③ 該当申請内容を確認したい場合は、申
請欄の「事業名」リンクをクリックする
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事務局より差し戻しのあった申請の対応手順を示します

1

2

2.4 差戻し対応手順

① 差し戻された申請について、差戻しコメントを
確認し、関連項目を修正する

② 修正完了後、「申請する」ボタンをクリックし、
再度申請フォームを提出する
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3. 処理結果の確認手順

以下の操作手順を確認いただき、処理結果を確認してください

①jGrantsより自動送信される通知
メールを開き、事業状況の確認リンクを
クリックする

②（※ログインしている場合）申請状
況が「通知済み」であることを確認し、
通知文書の「文面表示」をクリックし、
処理結果を確認する

1

2実用化状況報告（様式
第13号、交付要綱第
21条関係）

実用化状況報告（様式第13号、交付要綱第21条関係）

〇〇の実用化
令和４年度【追跡調査】地域復興実用化開発等促進事業費補助金



4. 申請フォーム入力の詳細説明

事業者の基本情報を記載ください。GビズIDに登録された内容がプレ入力されています
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• （１）基本情報セクションでは、事業者の基本
情報をご入力ください

• 事前にGビズID上に登録された内容がプレ入力さ
れています。変更があれば修正入力ください

実用化状況報告（様式第13号、交付要綱第21条関係）



4. 申請フォーム入力の詳細説明

添付資料データの命名ルールをよく確認し、データをアップロードください
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※資料アップロード方法は本資料P.11を参照ください

• 実用化の状況により、提出資料が異なります。
各事業の状況に合わせた資料の提出をお願いいたしま
す。

• 直近の財務諸表及び収益を確認できる任意様式資
料一式をZIPファイルにまとめてアップロードしてください

• ZIPファイルの名称を以下のルールにて設定ください
• 分野名_【財務諸表根拠資料】企業名.zip
• 例：廃炉_【財務諸表根拠資料】〇〇株式会

社.zip

• 必要入力情報及び添付資料を確認し、申請するボタ
ンをクリックください（参照：本資料P10）

• 入力情報が申請され、事務局にて確認が行われます
• この際、受理確認の通知は発信されませんのでご留意

ください
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1. 実用化概要

2. 実用化した製品等

3. 実用化実績

4. 納付免除申請書

5.単年度生産コストベース

6.累積投資ベース

添付資料作成手順

【添付必要資料】（本ページ以降の凡例は割愛しています）

実用化あり・収益ありの事業者 ：

実用化あり・収益なしの事業者 ：

実用化なしの事業者 ：

1. 
実用化概要

2. 
実用化した

製品等

3. 
実用化実績

4. 
納付免除
申請書

5.
単年度生産
コストベース

6.
累積投資

ベース

【希望する事業者
のみ対象】
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1.実用化概要

【全事業者対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：実用化概要）の記入方法を確認ください 

• 本事業に際して新たに
建設した、工場や事務
所がある場合、立地年
度と件数をご記入くださ
い

• 本事業に際して雇用した
従業員がいる場合は、
雇用年度と人数をご記
入ください

1. 
実用化概要

2. 
実用化した

製品等

3. 
実用化実績

4. 
納付免除
申請書

5.
単年度生産
コストベース

6.
累積投資

ベース

• 今後の事業推進に当たっての課題・ス
ケジュールについて記載下さい。

 実用化状況に合わせて文言が異なっておりま
すのでご注意ください。
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2.実用化した製品等

【実用化あり・収益あり事業者および実用化あり・収益なし事業者対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：実用化した製品等）の記入方法を確認ください  

実用化した製品等
# 実用化した製品等 左記製品等に関するURL 販売開始日 販売終了日 販売価格 年度 数量

1

2

3

• 実用化した
サービスや製
品名をご記
入ください

• 実用化した
サービスや製品
に関するURLを
ご記入ください

• 実用化したサービ
スや製品の販売
開始日および終
了日をご記入くだ
さい

• 実用化したサービスや製品
の販売価格・販売年度・
販売数量をご記入ください

• 行が足りな
い場合は追
加してご記
入ください

1. 
実用化概要

2. 
実用化した

製品等

3. 
実用化実績

4. 
納付免除
申請書

5.
単年度生産
コストベース

6.
累積投資

ベース
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3. 実用化実績

【実用化あり・収益あり事業者および実用化あり・収益なし事業者対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：実用化実績）の記入方法を確認ください 

実用化実績
算定額 本年度納付額 免除希望額
（①） （②） （③）

R1年度
  年度
  年度
  年度
  年度
  年度
  年度
  年度

報告年度 備考

※数値等は仮置きです（円未満は切り捨て）

• ①【実用化状況報告】添付資料（シート：単年度生産コストベース）、② 【実用化状
況報告】添付資料（シート：累積投資ベース）、（P.13～16参照）で算定した数値を
基にご記入ください

• 別途、算定用ツールを用意しております
※算定手法は2種類あり、希望の算出手法を選択ください。

（初年度選択後、以降の計算手法の変更は不可です）
※「算定額（①）＜（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝算定額（①）
※「算定額（①）＞（D）」の場合は、本年度納付額（②）＝（D）
※報告年度収益額が納付額下限値（F）に満たない場合は、納付対象外とする。算

定額（①）及び本年度納付額（②）には「対象外」とご記入ください

• 納付免除を希望される場合
は、算定額①と同額をご記
入ください

※過年度に納付免除承認を
得た場合、承認額＋算定
額①の合計額をご記入くだ
さい

4,245,750 4,245,750

(単位：円)

0
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「実用化あり・収益なし」事業者については、過年度収益が
ある場合にのみ作成が必要です。



4. 納付免除申請書の記載内容(1/2)

【希望する事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：納付免除申請書）の記入方法を確認ください 

様式第13-2号（第23条関係）（納付免除申請書）
令和５年４月○日

福 島 県 知 事 様
住所 福島県○○市○○ 印
名称 株式会社ふくしま 印

代表者名 代表取締役 福島 太郎 印

令和４年度地域復興実用化開発等促進事業費補助金納付免除申請書

平成○年○月○日付け福島県指令産第○号、平成○年○月○日付け福島県
指令産第○号で交付決定のあった上記事業に関し、地域復興実用化開発等促進
事業費補助金交付要綱第23条の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

1 自社について （令和５年４月○日現在）

企業名 株式会社ふくしま

本社所在地 福島県福島市○○

代表者氏名 代表取締役 福島 太郎

主たる事業として営んでいる業種 製造業

資本金 10,000,000円

従業員数 50
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• 最新情報をご記入ください

• 「中小企業」のみ申請可能です

• 代表者の役職を忘れずにご記入ください
※情報に更新がない場合、過年度実績報告時と同一情報にしてく

ださい
※情報に更新がある場合（住所・商号含む）、最新の履歴事項
全部証明書及び任意の変更理由書を用意ください）

• 交付決定の日付および指令番号をご記入ください
【採択年度内で複数の番号がある場合（例：変更承認申請を1
回実施）】
平成○年○月○日付け福島県指令産第○号、令和○年○月○
日付け福島県指令産第○号

※変更承認申請の承認を受けた場合、承認後の指令番号が新た
に交付されております

• 提出される年度の4月の月日でご記入ください
※過年度未提出の事業者については、周知メールに添付している現
行様式を使用ください

※過年度分の報告書作成の際も、日付は実際の提出日でご記入
ください
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4. 納付免除申請書の記載内容(2/2)

【希望する事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：納付免除申請書）の記入方法を確認ください 

2 親会社について （令和５年４月○日現在）

3 納付免除希望額について
令和４年度 〇〇円

上記の記載内容について、事実と相違ないことを確約いたします。

親会社の有無（いずれかに○） 有 ・ 無

親会社の出資比率
（親会社が大企業の場合） 30％

企業名 中通り株式会社

代表者氏名 代表取締役 福島 花子

主たる事業として営んでいる業種 製造業

資本金 100,000,000円

従業員数 500
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• 最新情報をご記入ください。

【交付要綱第23条（抜粋）】
• 知事は、補助事業者が中小企業であって第21条第2項の実用化

状況報告書の対象年度に営業利益、経常利益又は純利益のい
ずれかが、単体決算で赤字となる場合に、当該年度の納付を免除
することができるものとする

• 知事は、前項の免除を行う場合には、補助事業者に様式第13-2
号による納付免除申請書を提出させ、これを承認したときは、その
旨を当該補助 事業者に通知するものとする
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5. 実用化状況報告書の作成方法（算定ツール）

【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】まず、算定ツール〔インプット情報〕へ必要な情報を入力ください 
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• 記入いただく財務情報は企業「単体」の情報を基にご記入ください

※根拠資料（報告対象期間の財務情報を裏付ける明細、その他
算定に必要な資料等）を添付ください
※売上高については、福島県内、県外についても記載してください。
（事業者による集計で構いません。）
※補助事業対象部分売上高には「県外売上高」のみを記載して下
さい。
※補助事業に係る売上高は、算定根拠資料（製品／サービス名、
数量、単価、販売元営業所「拠点」）を添付ください
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【補助事業から生じた売上高算定時の留意事項】
• 福島県浜通り地域をはじめとする県内の事業所において補助事業

の成果を活用して事業活動を行い、当該事業活動により売上を上
げた場合、納付額算定式中の「補助事業に係る売上高」から、当
該売上に相当する額は除く

【端数処理の留意事項】
• 按分比率及び補助金寄与度の算出過程における端数処理を行う

際は、小数点以下5位まで計算し、4位で表示 （％表示の場合は
小数点以下2位まで表示）ください。切り捨て、切り上げ、四捨五
入については報告元の規程に準じますが、補助金寄与度については
切り上げとしてください



5. 実用化状況報告書の作成方法（本体）

【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】まず、算定ツール〔インプット情報〕へ必要な情報を入力ください 
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• 入力可能項目のみ記入ください。
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5. 単年度生産コストベースの記載内容(1/2)

【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：単年度生産コストベース）の記入方法を確認ください 

1 按分比率

2 補助事業に係る当該年度収益額

判定：補助事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ）

（単位：円） 根拠

売上高 100,000,000

補助事業に係る売上高 15,000,000

按分比率（＝補助事業に係る売上高／売上高） 15%

（単位：円） 根拠

営業利益 50,000,000

補助事業に係る当該年度収益額
（＝ 営業利益 × 按分比率） (ア) 7,500,000
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• 「いいえ」の場合、納付対象外となります
※以降のご記入は不要です
※中小企業で「はい」の場合、納付免除申請書を提出することで、
納付免除申請が可能です

• インプット情報から転記されますので、追加での記載は不要です。
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【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：単年度生産コストベース）の記入方法を確認ください 

3 補助金寄与度

4 算定額（①）
補助事業に係る当該年度収益額 × 補助金寄与度

（単位：円） 根拠
売上原価
補助事業に係る売上原価（＝ 売上原価 × 按分比率） (イ) 
販売費・一般管理費
補助事業に係る販売費・一般管理費

（＝ 販売費・一般管理費 × 按分比率）
(ウ) 

補助事業に係る自己負担額の収益納付期間単年度換算値

（＝ （補助対象費用 － 補助金確定額） × １／５）
(エ) 

補助事業に係る補助金額の収益納付期間単年度換算値

（＝ 補助金確定額 × １／５）
(オ) 

（ア） ×
オ

イ ＋ ウ ＋ エ ＋ オ ＝
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5. 単年度生産コストベースの記載内容(2/2) 1. 
実用化概要
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実用化した
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6.
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【単年度生産コストベースの留意事項】
• 初回報告時に選択した考え方は実用化状況報告期間中（5年

間）に変更不可です
• 補助事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額が低い事業

者に適しております

• インプット情報から転記されますので、追加での記載は不要です。



6. 累積投資ベースの記載内容(1/2)

【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：累積投資ベース）の記入方法を確認ください 

1 按分比率

2 補助事業に係る当該年度収益額

判定：補助事業に係る当該年度収益額（ア）が納付額下限値（F）以上であるか （はい・いいえ）

（単位：円） 根拠

売上高 100,000,000

補助事業に係る売上高 15,000,000

按分比率（＝ 補助事業に係る売上高／売上高） 15%

（単位：円） 根拠

営業利益 50,000,000

補助事業に係る当該年度収益額
（＝ 営業利益 × 按分比率） (ア) 7,500,000
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• 「いいえ」の場合、納付対象外となります。
※以降のご記入は不要です
※中小企業で「はい」の場合、納付免除申請書を提出することで、
納付免除申請が可能です
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• インプット情報から転記されますので、追加での記載は不要です。



【実用化あり・収益あり事業者のみ対象】

【実用化状況報告書】添付資料（シート：単年度生産コストベース）の記入方法を確認ください 

3 補助金寄与度

4 算定額（①）
補助事業に係る当該年度収益額 × 補助金寄与度

（単位：円） 根拠

補助金確定額 (Ｂ) 150,000,000

補助対象費用 (Ａ) 225,000,000

補助事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額

（元号○年度）
(カ) 40,000,000

（ア） ×
Ｂ

Ａ ＋ カ ＝ 4,245,750
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• 当該報告年度に生産・販売を目的とした投資額をご記入ください。

【累積投資ベースの留意事項】
• 初回報告時に選択した考え方は実用化状況報告期間中に変更不可で

す
• 補助事業に係る当該年度収益額を得るのに要した額が高い事業者に適

しております

6. 累積投資ベースの記載内容(2/2) 1. 
実用化概要

2. 
実用化した

製品等

3. 
実用化実績

4. 
納付免除
申請書

5.
単年度生産
コストベース

6.
累積投資

ベース

• インプット情報から転記されますので、追加での記載は不要です。



Appendix
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外部決算書情報（財務会計） 内部決算書情報（管理会計）

売上高 売上高

売上原価 変動費

売上総利益 限界利益

販売費及び一般管理費 固定費

営業利益 -

営業外収益 -

営業外費用 -

経常利益 経常利益

特別収益 特別収益

特別損益 特別損益

税引き前当期純利益 税引き前当期純利益

法人税、住民税及び事業税 法人税、住民税及び事業税

当期純利益 当期純利益

収益の定義 収益の参照先

実用化状況報告における収益は主に3種類に分類でき、収益の計上先は財務会計／管
理会計いずれも主に「売上高」となります

②サービス（役務）の提供などにより得た収益

財務会計上、主に「売上高」に計上
管理会計上、主に「売上高」に計上

③産業財産権等の譲渡による収益
／実施権の設定による収益あ

財務会計上、主に「売上高」に計上
管理会計上、主に「売上高」に計上

①商品・製品の販売による収益

財務会計上、主に「売上高」に計上
管理会計上、主に「売上高」に計上

社内ルールのため
決まった規則はない
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